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平成32年国勢調査に向けた検討のポイント －第１次試験調査

 平成27年国勢調査におけるオンライン調査の実施状況を踏まえ、更なるオンライ
ン調査の推進のため、機能の改善による利便性の向上を図る。

 また、本調査に向け、外国語版電⼦調査票の拡充（５カ国語対応）、障がい者等
対応など利⽤者の拡⼤を図る。

１ オンライン調査
システムの
機能改善

 平成27年調査における「オンライン調査先⾏⽅式」をベースに、調査書類の配布
タイミングを変更することにより、調査員・地⽅⾃治体の事務負担軽減を図りつ
つ、オンライン回答率の維持・向上を図る。

２ 調査⽅法の
⾒直し

 ⼤規模調査年における調査項⽬（教育、従業地⼜は通学地までの移動交通⼿段、
住宅の床⾯積の合計）について記⼊状況等を検証する。

３ 調査事項の
変更

 郵送提出調査票の仕分け等業務（⺠間サポート）について、平成27年調査におけ
る実施状況を踏まえ、⼯程や作業⼿順の⾒直しを⾏う。これにより、⺠間サポー
トに集荷してから⾃治体に到着するまでのリードタイム短縮を図る。

４ ⺠間サポート
の業務⾒直し

 調査員が世帯の郵便受け（ポスト）にアクセスすることが困難な特定の地域
（「特定調査困難地域」）において、⾏政記録情報等を活⽤した郵送調査等が
可能か検討する。

５ 「特定調査困難
地域」における
調査⽅法の検討



１ オンライン調査システムの機能改善
○ 平成27年国勢調査におけるオンライン調査の実施状況を踏まえ、更なるオンライン調査の推進のた
め、機能の改善による利便性の向上を図る。

○ また、本調査に向け、外国語版電⼦調査票の拡充（５カ国語対応）、障がい者等対応（アクセシビ
リティ）などの改修・機能追加を⾏い、利⽤者の拡⼤を図る。

わかりやすい画⾯遷移 多⾔語対応、アクセシビリティ対応

【具体例】
平成27年調査では、回答完了までの画⾯遷移がわかりに
くく、回答を完了しないまま終了している事例が多く存在
画⾯遷移・ボタン配置などを改善し、分かりやすく

【具体例】
平成27年調査では、読み上げソフト等には未対応
視覚障がい者等の場合、本⼈が直接回答できない
読み上げソフトへの対応、ふりがなの付与等のアク
セシビリティ対応を検討

【具体例】
平成27年調査では、英語のみ対応しており、
⽇本語・英語以外を常⽤語としている者は回答できない
最⼤５⾔語※に対応し、⾔語カバー率を向上
※⽇本語を除く

【本調査までに対応】



２ 調査⽅法の⾒直し
 世帯の利便性を確保しつつ、調査員及び地⽅⾃治体の事務負担を図るため、平成27年調査の「オン
ライン調査先⾏⽅式」をベースに、調査書類の配布タイミング等を変更した新たな調査⽅法の検証
を⾏う。
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２ 調査⽅法の⾒直し（続き）
《参考》平成27年調査における調査⽅法『オンライン調査先⾏⽅式』
 紙の調査票による調査よりも前の段階に、オンライン回答の期間を設け、オンライン回答の無かっ
た世帯に紙調査票を配布し、回収する⽅式。
【メリット】
☑ 最初の調査書類の配布時点で、「オンライン回答⽤ＩＤ」しか配布されないため、オンライン回答へ世帯を誘導することができ、

オンライン回答率が向上する。〔参考：平成27年調査第１次試験調査 並⾏⽅式6.5％、先⾏⽅式25.3％〕
☑ 世帯の都合の良い時間に回答を済ませることができ、回答の利便性向上を図ることができる。
【デメリット】
☑ 短期間のうちに事務⽇程が区切られており、調査員が期間内に書類の配布等を終えることができない場合が発⽣する。
☑ 調査員が世帯を巡回する回数が多い（最⼤６回、世帯がオンライン回答すれば最⼩３回）
☑ 提出状況の伝達が２回あり、⾃治体の職員がリスト出⼒業務に忙殺される。
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平成32年調査に向けては、この⽅式のメリットを最⼤限に発揮しつつ、顕在化した課題（デメリッ
ト）を解決するための新たな⽅法を検討



３ 調査事項の変更
○ 平成32年調査はいわゆる「⼤規模調査」年であり、平成27年調査の調査事項（17項⽬）に「教
育」、「従業地⼜は通学地までの利⽤交通⼿段」、「住宅の床⾯積の合計」が加わった全20項⽬と
なる。

○ 第１次試験調査においては、⼤規模調査年における調査事項について記⼊状況の確認を⾏うほか、
「世帯アンケート」において記⼊意識（忌避感等）、記⼊のしやすさ（設計⾯）の確認を⾏う。

住宅の床⾯積の合計

教 育

調査票（甲）において、本項⽬が調査票全体の記⼊状況に及ぼす影響等を確認する。

義務教育未修了者の実態を把握するため（※）、学校区分のうち「⼩学・中学」を分離し、これに
よる記⼊状況への影響等を確認する。【左：調査票（甲）、右：調査票（⼄）】
※⽂部科学省からの要望によるもの。



⾒直し後の処理⼯程
（東⽇本地区） 《⾒込まれる効果》 従来と同じ処理⼯程

（⻄⽇本地区）

４ ⺠間サポートの業務⾒直し
○ 平成27年調査において初めて、⺠間事業者を活⽤した郵送提出調査票の仕分け等業務を実施。その
実施状況を踏まえ、次回調査では業務の効率化・⾃治体への返送スピードアップを図ることが必要。
 第１次試験調査においては、実施業務の省略を含めた処理⽅法の⾒直しを⾏い、２パターンの⼯
程を⽐較・検討することとする。
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「開封」⼯程の省略に伴う
「イレギュラー処理」⼯程の⾒直し

 リードタイムの短縮

「調査票の記⼊状況確認」⼯程の省略
 リードタイムの短縮、紛失リスク低減

「開封」⼯程の省略
 リードタイムの短縮、紛失リスク低減

「調査区仕分け」⼯程の省略
 リードタイムの短縮



５ 「特定調査困難地域」における調査⽅法の検討

○調査困難地域※の中には、共同住宅において管理⼈・
管理会社からの協⼒を得ることができず、調査員が
郵便受け（ポスト）にアクセスすることが困難な
「特定調査困難地域」が存在する。
（※オートロックマンションやワンルームマンションで不在世帯の
多い地域）

○このような地域においては、調査書類を世帯に直接
配布することができないだけでなく、ポスティング
もできない。

平成32年調査に向けては、このような地域（調査
区）において、⾏政記録情報を⽤いた郵送調査等が
可能かどうか検討を⾏う。
（東京都特別区など、⼤都市における適⽤を想定）




